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埼玉県の東北部に位置する「利根保健医療圏」※では、医療資源不足という地
域の課題を医療連携によって解決することを目指して、地域医療ネットワーク
システム「とねっと」を構築し、2012年7月から本格稼働を開始した。この「と
ねっと」は、中核病院と身近な診療所間での患者の医療情報共有、かかりつけ
医カードを用いての救急医療支援など、地域住民の命を守るための先進的な
機能を網羅しているのが特長だ。「ここなら安心して暮らせる」と住民が感じら
れる地域づくりに向けて、「とねっと」は今後も対象領域の拡大を目指して、進
化を続けていく。
※医療圏：都道府県が病床整備を図るにあたって、医療法に則って設定する地域単位のこと。都道府県によって設定する広さには差があるが、通常は、

一次医療圏が市町村、二次医療圏が複数の市町村をまとめた地域、三次医療圏が都道府県の単位。

お客様事例

地域医療ネットワークシステム「とねっと」を構築。
柔軟性の高い医療連携により、安心して暮らせる地域づくりを目指す
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2010年7月20日
行田市、加須市、羽生市、久喜市、蓮田市、幸手市、白
岡市、宮代町、杉戸町
約66万人
地域における医療課題の解決を図るため、2010年1
月29日に国が採用を決定した「利根保健医療圏にお
ける地域医療再生計画」の実現に向けて発足した協
議会。「かかりつけ医カードと医療情報のネットワーク
化による地域医療ネットワークシステム」（愛称：とねっ
と）の構築、管理・運営を担当。
https://sites.google.com/site/tonetsince2012/

人口あたりの医師数、医療施設数が大
きく不足。住民の命を守るために「地域
完結型医療」を目指す

　近年、医師の地域偏在や診療科ごとの需給
不均衡などの原因で、深刻な医療資源不足が
発生している。また、中核的な役割を果たす病
院へ患者が一極集中することにより、医師や看
護師に過大な負担がかかり、重症患者へ最良
の医療サービスが提供できなくなっているとい
う問題も指摘されている。
　埼玉県は、人口あたりの医師数、看護師数、
医療施設数が全国でも低い水準であり、なかで
も、県の東北部に位置する利根保健医療圏（人
口総数約 66 万人）は、医療資源の不足が顕著
な地域である。今後ますます高齢化・長寿化
が進むなか、地域住民へ質の高い医療を提供
し続けていくために、新たな施策が求められて
いた。
　そこで、同医療圏を構成する９市町（行田、加
須、羽生、久喜、蓮田、幸手、白岡、宮代、杉戸）
の医師会長、首長、中核病院長、保健所長など
が集結して、「埼玉利根保健医療圏医療連携推
進協議会」を設置。ITを活用し、医療連携の
ネットワークを構築して、こうした問題を解決す
る取り組みを開始した。
　「不足を補うといっても、医師を育成するには
10年はかかります。いまこの地域に住んでいる
人が安心して暮らせるようにするには、どうした
ら良いか。その答えが、既存の医療機関や医療
従事者が協力し合って大きな力を発揮する『医
療連携』でした。病院完結型医療から、地域完
結型医療への意識転換といってもいいでしょ
う」と、加須市長で、埼玉利根保健医療圏医療

連携推進協議会会長を務める大橋良一氏は説
明する。
　国も、地域医療の課題解決に、二次医療圏※

単位で取り組むことを推奨している。同協議会
は、国の地域医療再生臨時特例交付金を利用し
て、システム構築を進めた。

「かかりつけ医カード」を住民に発行して
医療情報共有、救急医療現場での医療
情報参照、急性期・慢性期医療支援の
地域連携パスを実現

　同協議会が 2010年から整備を進め、2012年
7月に本格稼働を開始したのが、地域医療ネット
ワークシステム「とねっと」である。
　「とねっと」の主な機能は、医療連携支援、急
性期医療支援、慢性期医療支援という3 つの柱
で捉えることができる。

　まず基本は、医療機関間で患者の医療情報
を共有する医療連携だ。中核病院の専門医と
診療所等のかかりつけ医が、患者の CT/MRI
などの画像、血液などの検査結果、薬の処方な
どの情報を共有し、必要なときにいつでも参照
しながら診療に役立てる。中核病院とかかりつ
け医の役割分担と治療連携を効率よく行えるの
である。かかりつけ医のいる診療所等から、中
核病院での診察／検査日時を予約することも可
能だ。
　地域医療ネットワークで本人の医療情報を共
有することに同意した住民には、「かかりつけ
医カード」が発行される。たとえば急病で救急
車を利用する場合、かかりつけ医カードを携行
していれば、救急隊が救急車に配備してある専
用タブレット端末で ID 番号を照会するだけで、
「とねっと」に登録されているデータを見ること
ができ、患者のアレルギー情報や薬の処方など
を瞬時に確認して、適切な病院へ最短時間で搬
送できるのである。
　糖尿病などの慢性疾患に対しては、「地域連
携パス」を用意している。長期にわたって診療・
検査に取り組む治療計画を患者ごとに策定し、
診療所等で月1回、中核病院で年 1回というよ
うに、診療／検査を効率よく役割分担しながら
実行していく。さらに、検査結果が示す疾病状
態の変化に応じて、処置の必要性をシステムが
自動検知するしくみも備えている。
　このほか、医療機関同士の連絡に用いる掲
示板・メール等のグループウェア、統計処理、
住民・患者自身が自分の検査結果を時系列で
チェックしたり、 自宅で測定した血圧値をシス
テム側へ登録したりする健康情報管理など、機
能は多岐にわたる。

埼玉利根保健医療圏医療連携推進協議会会長
（加須市長）
大橋　良一氏
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ドの発行に同意した住民数は、1万2600名余に
達した（2013年 8月16日現在）。
　「この順調な広がりは、7市2町の行政、そし
て、中核病院、地区医師会の三者が、深い理解
と協力のもとに密接に連携したからこそ生まれ
たものです。医療機関が情報共有することのメ
リットを、かかりつけ医カードという目に見える
もので住民が体感できるようにしたのも大事な
ポイントでした。また、臨床検査施設が参加し
て、検査データの共有を可能にしたことによっ
て、医療機関の省力化にも貢献しています」と
大橋氏は語る。
　かかりつけ医カードは、救急隊員および救急
病院の院長などからも好評だ。
　この1年間で、カードを持っていて救急搬送
された住民は、65人だった。かかりつけの医療
機関はどこで、アレルギーがあるかどうかなど
を、一分一秒を争うときに即座に把握でき、初
動がすばやくできた、 など、救急搬送に「と
ねっと」の情報が活用された事例も30件以上報
告されているという。本人の意識がないときは
もちろんのこと、家族が付き添っていても気が
動転していることが多いため、アレルギーの有
無や、かかりつけの医療機関名、何という薬を
飲んでいるかなどを正確に把握できる効果は
大きい。
　「また、中核病院と情報共有することで、診療
所等の医師がより高度な知識を得ることがで
き、地域医療全体のレベルが向上するという効
果も生まれつつあります。地域住民にとってプ
ラスであると同時に、かかりつけ医のモチベー
ション向上にもつながるものと考えています」と
大橋氏は言う。
　今後は、医療機関だけでなく調剤薬局とも情
報を共有し、在宅医療の支援にも役立てていく
計画だ。また、二次医療圏からさらに区域を拡
大して、参加医療機関を埼玉県内に広げていく
とともに、茨城県・栃木県など、隣接する他県
とも連携していきたいと考えている。
　「ここなら安心して暮らせる、住みやすいと、
地域住民に感じてほしいし、『とねっと』の基盤
があるところで働きたいと思う医師が増えてほ
しい。そして、住民の命を守るシステムとして
『とねっと』が広く認識され、埼玉県、さらには
日本中に広がるようにと願ってやみませんし、
そのために、わたしたちは引き続き力を注いで
いきます」と、大橋氏は決意を込めて語った。
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多彩な情報を一元管理する連携型シス
テムを構築。参加医療機関の負荷軽減、
ランニングコスト低廉にも工夫

　システム構築は、企画競争入札を経て、NTT
データが担当した。
　企画提案段階で NTTデータが評価された
のは、豊富な経験とシステム継続性の 2 点であ
る。
　NTTデータは、他県の地域医療ネットワーク
システムをはじめ、多数の医療システムを構築し
てきた。救急車にタブレット端末を搭載する救
急医療システムの開発も経験しており、画面を
極力シンプルにして利便性を高めるなど、救急
現場のニーズに沿ったノウハウも持っている。
慢性疾患対象の地域連携パスも、他県での構
築・運用実績があった。
　「さらに重視したのは、システムの継続性と
拡張性です。われわれはシステムを作るのが
目的ではなく、長期にわたって多くの人が使い
続けることが主眼。NTTデータは、この趣旨を
理解して、参加する医療機関の負担が少なく、
維持管理費・ランニングコストをより低廉にす
るための提案を重ねてくれました」と大橋氏。
　出来上がったのは、中核病院・診療所・画
像診断施設・臨床検査施設などにすでにある
システム、すでにあるデータベース、他ベンダー
のパッケージなどを最大限に活かし、 多彩な
情報を一元管理できるようにした連携システム
だ。限られた時間の中で拡張型のシステムを構

築するにあたっては、NTTデータが蓄積してき
たノウハウを最大限に活用した。
　「もうひとつ大切なことは、このシステムは、
医療機関が使ってくれて初めて意味のあるシス
テムになるということです」と大橋氏は強調す
る。
　医師のさまざまな要望に応えて、NTTデータ
は、使い勝手を中心にしたシステムのブラッ
シュアップをきめ細かく実施している。医療機
関からの質問に対しては、システムのプロでは
なく、医療のプロが理解できる言葉を使って、
納得できる説明を即座に返答する努力を重ね
てきた。
　「行政側のほうも、7市 2町の相互の了解をと
りながら運用改善していくのは相当な苦労です
が、NTTデータはきちんと対応してくれていま
す。今後も、システム保守にとどまらず、『地域
医療のための支援』を継続してほしい」と大橋氏
は語る。

医療機関および地域住民の参加が着実
に拡大中。住みやすい地域づくりの基
盤システムとして定着

　「とねっと」は、稼働開始から約 1年を経て、
着実な広がりをみせている。
　ネットワークに参加した中核病院等は15施
設、病院・診療所は 103施設。2014 年度には、
埼玉県立がんセンターも参加予定である。こう
したインフラ整備を背景に、かかりつけ医カー


